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熊本県町村議会議長会 令和 5 年度町村議会議長研修会 

統一地方選挙の結果を踏まえた今後の議会のあり方 

令和 5年 6月 2日 13:30～15:00 

田口一博 

 

１ 令和５年統一地方選挙を振り返る 

（１）「統一地方選挙」とは 

 第 210 回国会 衆議院 政治倫理の確立及び公職選挙法改正に関する特別委

員会会議録第 3号（令和 4年 10 月 26 日） 寺田総務大臣趣旨説明 

 地方公共団体の議会の議員及び長の選挙期日等の臨時特例に関する法律案につき

まして、その提案理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 この法律案は、全国多数の地方公共団体の議会の議員又は長の任期が令和五年三

月から五月までの間に満了することとなる実情に鑑み、 

 ❶国民の地方選挙に対する関心を高めるとともに、 

 ❷これらの選挙の円滑かつ効率的な執行を図るため、選挙の期日を統一するとと

もに、これに伴う公職選挙法の特例を定めようとするものであります。 

 次に、その法律案の内容につき、その概要を御説明申し上げます。 

 第一に、令和五年三月から五月までの間に任期が満了する地方公共団体の議会の

議員及び長の選挙等について、いわゆる九十日特例の規定による場合等を除き、原

則として、その選挙の期日を、都道府県及び指定都市の選挙にあっては令和五年四

月九日、指定都市以外の市、町村及び特別区の選挙にあっては同月二十三日に統一

をすることとしております。 

 第二に、都道府県又は指定都市の選挙の候補者となった者は、関係地域において

行われる市区町村の選挙又は市区町村の選挙と同日に行われる衆議院議員若しくは

参議院議員の補欠選挙等の候補者となることができないものとすること、寄附等の

禁止期間を選挙の期日の九十日前から当該選挙の期日までの期間とすること等、必

要な特例を設けております。 

 以上が、この法律案の提案理由及び内容の概要でございます。 

→❶多くの選挙が全国で同日に行われるため、マスコミの報道も多く、国民の関

心が高まり、また、選挙啓発を効率的かつ効果的に行うことができる 

→❷同一団体の長と議員の選挙が同日に行われる場合、投票所や開票所が一つ
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にできる、投票立会人や事務従事者も兼ねることができるなど、事務の軽減や経

費の節減を図ることができる等の効果がある 

 （同 10 月 31 日 福重隆浩委員に対する尾身総務副大臣答弁） 

 

 

（２）平成 31 年第 19 回統一地方選挙に関する明るい選挙推進協会調査 

http://www.akaruisenkyo.or.jp/wp/wp-content/uploads/2011/03/1219-houkokusho.pdf 

 (選挙人名簿・住民票からの抽出に基づく郵送調査、有効回収率 54.3%) 

 

※複数回答 絶対数だけでなく、接触度：有効度の比にも注目！  
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（３）令和５年統一地方選挙について、何が言われていたか 

 ア 選挙前 

  「議員のなり手」不足 

  議員報酬（の低さ） 

 

 イ 投開票後 

  同時の衆・参議院議員補欠選挙 

  諸派「大阪維新の会」の躍進 

 

 

（４）選挙後の政局への影響 

 ア 日本銀行熊本支店 金融経済概観（令和 5 年 5 月 12 日公表） 

 熊本県内の景気は、持ち直している。先行きについては、海外の経済動向や資

源価格の動向等の影響を注視していく必要がある。 

 個人消費は、持ち直している。観光は、回復している。住宅投資は、持ち直し

の動きがみられている。公共投資は、横ばい圏内の動きとなっている。設備投資

は、増加基調にある。生産は、高水準で推移している。雇用・所得情勢をみると、

改善の動きがみられている。この間、3 月の消費者物価指数(熊本市、生鮮食品

を除く総合)は、前年を上回った。 
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 イ 蒲島熊本県知事 県議会臨時会あいさつ（令和 5年 5月 10 日）・抄 

 私は、これらの３つの困難を乗り越えた先にある地方創生の姿として、熊本が

持つ強みを生かして日本の「５つの安全保障」*に貢献したいと強く考えていま

す。特に、「経済の安全保障」の分野において、ＴＳＭＣの進出により、本県は

１００年に一度のビッグチャンスを迎えています。 

 その波及効果を最大限に高め、その効果が県内全域のあらゆる産業に及ぶよ

う、国や市町村をはじめ関係機関と連携して取り組んで参ります。 

 今年度は、蒲島県政４期目の総仕上げの一年となります。県議会としっかり連

携しながら、全庁が一丸となって「県民総幸福量の最大化」に、全力を尽くして

参ります。 

 * 経済、感染症、災害、食料、環境 
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２ 地方自治法令和４年改正 

（１）「議員の個人請負緩和」への対応 

○令和４年地方自治法改正 

・令和 4 年 12 月 16 日（官報号外第 269 号）「法令のあらまし」 

 

 

・地方自治法第 92 条の 2（令和 5 年 3 月 1 日改正施行） 

 普通地方公共団体の議会の議員は、当該普通地方公共団体に対し請負（業とし

て行う工事の完成若しくは作業その他の役務の給付又は物件の納入その他の取

引で当該普通地方公共団体が対価の支払をすべきものをいう。以下この条、第百

四十二条、第百八十条の五第六項及び第二百五十二条の二十八第三項第十二号

において同じ。）をする者（各会計年度において支払を受ける当該請負の対価の

総額が普通地方公共団体の議会の適正な運営の確保のための環境の整備を図る

観点から政令で定める額を超えない者を除く。）及びその支配人又は主として同

一の行為をする法人の無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役若しくはこ

れらに準ずべき者、支配人及び清算人たることができない。 

  請負の明確化（補助等は含まない。平成 30 年通知の法規定化。） 

  個人請負禁止の緩和 

 

・地方自治法施行令第 121 条の 2（令和 5 年 3 月 1 日改正施行） 

 地方自治法第九十二条の二に規定する政令で定める額は、三百万円とする。 
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 議員のなり手不足問題に対応するため、令和 4 年末、衆議院の議員提案で地

方自治法が改正され、これまで全面的に禁止されてきた、議員個人による所属町

村事業の請負が、一会計年度あたり 300 万円まで認められることになり、令和 5

年 3月 1日から施行されています（監査委員等も同様）。 

 この改正はその立法趣旨から、町村独自の請負禁止規定等を設けることは違

法と解されるものと思われます。 

 ア 確認項目 

 （ア）「議員倫理条例」、「政治倫理基準」、「議会基本条例」等で議員本人の個

人請負、補助金の受取等を規制していないか 

 （イ）議員本人の請負について、一会計年度あたりの請負額が直ちに把握でき

るよう措置されているか 

 イ 対応すべき項目 

 （ア）「議員倫理条例」、「議会基本条例」等で議員本人の個人請負、補助金の

受取等を規制している場合、改正地方自治法に適合するよう削除 

 （イ）議員本人以外の親族や関係会社等について、請負、補助金の受取等を規

制している場合、改正地方自治法の立法趣旨に適合するよう、見直し 

 （ウ）国会両院総務委員会が附帯決議を行った「個人請負の透明性」が確保さ

れるよう、取り組む 

・衆議院総務委員会（令和 4年 12 月 6 日） 

 一 地方議会の議員個人による請負に関する規制の緩和については、議員の職

務執行の公正、適正を損なうこととならないよう、改正趣旨の周知徹底と併せ、各

地方公共団体において議員個人による請負の状況の透明性を確保するための対応

について、必要に応じて適切な助言を行うようにすること。 

・参議院総務委員会（令和 4年 12 月 9 日） 

 一、地方議会の議員個人による請負に関する規制の緩和については、議員の職務

執行の公正、適正を損なうこととならないよう、改正趣旨の周知徹底と併せ、各地

方公共団体において議員個人による請負の状況の透明性を確保するための対応に

ついて、必要に応じて適切な助言を行うようにすること。 



 8

・坂本哲志衆議院議員ブログ（令和 4年 3月 15 日・地方議員のなり手不足へ法

改正を）・抄 

 私たちは一昨年、なり手不足の解消のために、自民党内にプロジェクトチー

ムをつくり都道府県や市町村議会と話し合いながら何から手掛けていったらい

いかを話し合いました。その中から出てきたのが議員の兼業禁止を一定程度緩

和する、という事でした。それにはまず、議員の兼業を禁止している地方自治

法を改正しなければなりません。改正作業の途中で私が大臣になりＰＴから外

れ、さらに昨年の国会で地方自治法改正案の提出が遅れたため、自公で了承は

とっていたものの引っ込めざるを得ませんでした。 

 今国会では何としても成立させたいと、15 日(火)から与野党への説明に入り

ました。 

 建設業や文房具店、仕出し屋を個人で経営されている方は現行法では兼業禁

止で議員になることは出来ません。私たちが調査した結果、個人企業 1企業当

たりの年間の全国平均売り上げが 1500 万円であったため、改正案では、その 2

割の 300 万円程度なら議員になれるようにしました。同時に「請負」の定義も

明確にしました。 

 法人については、これまで同様総売り上げに占める請負金額が半分以下なら

議員職に就く事が出来ますし、それ以上なら役員もしくはそれに準ずるものは

議員になることは出来ません。 

 

・全国町村議会議長会『議員必携 第 12 次改訂新版』学陽書房、2023 年、24-

25 頁 地方自治法第 92 条の２の解説・抄 

 令和四年の「地方自治法の一部を改正する法律の公布及び施行について（令

和四年一二月一六日付け総行行第三五一号総務大臣通知）によれば、…地方公

共団体に対し請負をする者である議員が、当該請負の対価として各会計年度に

支払を受けた金銭の総額や請負の概要など一定の事項を議長に報告し、当該報

告の内容を議長が公表することとするなど、各地方公共団体において、議員個

人の請負の状況の透明性を確保するための取組を併せて行うことが適当である
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とされている。各町村議会ではこうしたことに十分留意し、住民から疑念を持

たれないよう透明性の向上に努めるべきである。… 

 

 

（２）「議員のなり手問題」を誰が、どう対応するか 

 人口減・人口流出 → 地域の担い手そのものの減 

  公務員のなり手も減、公務員の志願者の減（以上の質の変化） 

 

（全国） 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（令和 5年 4月 26 日） 

 総人口は 50 年後に現在の 7割に減少、65 歳以上人口はおよそ 4割に(出生

中位・死亡中位推計) 

・総人口は、令和 2(2020)年国勢調査による 1億 2,615 万人が 

 2070 年には 8,700【うち、日本人 7,761】万人に減少する(2020 年時点の 69.0%) 

 

１ 前回推計(平成 29 年)と比べ、将来の合計特殊出生率は低下、平均寿命はわ

ずかな伸び、外国人の入国超過数は増加 

・合計特殊出生率は、新型コロナウイルス(COVID-19)感染拡大以前から見られた

低迷を反映し、長期的投影水準は、前回推計の 1.44(2065 年)から 1.36(2070 年)

に低下(中位仮定)。また短期的には新型コロナウイルス感染拡大期の婚姻数減

少等の影響を受け低調に推移。  

・平均寿命は、2020 年の男性 81.58 年、女性 87.72 年が、2070 年には男性 

85.89 年、女性 91.94 年に 伸びる(中位仮定)。長期的投影水準は、前回推計

(2065 年に男性 84.95 年、女性 91.35 年)と比較して、わずかに伸びる程度  

・国際人口移動は、近年の動向を反映し、日本人の出国超過傾向がわずかに緩和。

外国人の入国超過数は、新型コロナウイルス感染拡大期を除く近年の水準上昇

を反映し、長期的投影水準は、前回推計の年間約 6 万 9 千人(2035 年)から今回

推計の年間約 16 万 4 千人(2040 年)へと増加 
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 熊本県統計調査課・統計アラカルト 令和元年 8 月 

 https://www.pref.kumamoto.jp/uploaded/attachment/13872.pdf 
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３ 現下の情勢において、熊本県の町村議会に求められること 

（１）九州の強み 電力料金と水への＋α → 議会も人材育成を 

 

 

（２）技術者が居住している町でどんな施策を採っているかの調査・導入 

 

 

（３）広域・事業者と連携のための政務活動 

 

 

（４）台湾との相互交流 


